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研究成果の概要： まちづくりやものづくりを検討する際に多用される調査の質低下の問題が指
摘され、人々の意向を把握できない危険性が高まっている。調査の質を議論するためには調査

協力行動の包括的モデルを構成する必要があり、本研究では公開データの二次分析や小規模調

査を実施・検討し、人々の意向を把握するための諸条件、すなわち標本と全数調査の違いや年

齢層と部分的無記入の傾向、回答の整合性（質問理解度や誤解答）、測定尺度の影響について議

論し、調査協力行動の包括的モデルを構成するための基礎的な知見を得た。 
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１．研究開始当初の背景 
 人々の意向を反映させたまちづくりやも
のづくりを行うために、地方自治体や企業の
マーケティング担当者等により、地域住民や
消費者を対象に社会調査が多く用いられて
いる。しかしながら、昨今、回収率低下に代
表される調査の質低下の問題が指摘されて
おり、人々の意向を正確に把握できない危険
性が高まっている。これには、様々な議論が
あるが、例えばアンケート商法の問題や個人

情報保護に関する意識の高まりによる回答
拒否や部分的無記入の問題、調査規模が大き
い場合や調査の匿名性のために被調査者が
ひとつの回答の持つ重みを低く考えて行動
する傾向にあることなどが問題となってい
る。これらの問題は、社会調査へ協力するべ
きだという規範を低下させる一因と考えら
れ、質問数(質問量)や質問への答え難さ、調
査内容への無関心、謝礼の有無や謝礼の種類
といった従来の調査デザインの問題以外に
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出てきた、人々の感性に関わる新しい問題で
ある。しかしながら、調査の質を左右する要
因は数多く指摘されているものの、現状では
部分的な関連性の指摘の域をでるような統
合的なレベルでの実証的研究は行われてお
らず、知見を一般化することが難しい（事例
研究の範疇で知見が整理される）現状にある。
その理由は、同時にコントロールしなければ
ならない要因が多く（無数にあり）、調査の
質に影響を与える要因についての包括的知
見を得るための実験計画は不可能に近いか
らであり、一般化可能な知見を得にくいとい
う単純にして明快な理由があるからに他な
らない。したがって、複雑な要因を網羅的に
取り込んだモデルを構成するための研究や、
要因間の関連を全体の位置づけの中でモデ
ル化し、包括的な議論を試みた先行研究には、
特殊なケース故に考慮し損なった要因が散
見されるため、研究そのものの進展や方向性
に閉塞感が感じられる現状にある。とはいう
ものの、調査の質の問題を様々な観点から包
括的に取り扱うためのモデルの必要性は
益々高まっており、新たな方向性を模索する
段階に来ていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、調査の質に影響を与える要因
を網羅的に取り扱うためのモデル、すなわち、
包括的に論じるための新しいアイデア（概

念・モデル）を示すことが第一の目的である。
そのモデルは、調査協力量という構成概念で、
観察可能な行動に関する結果の諸側面をひ
とまとめに取り扱うという特徴があり、被調
査者の調査協力行動の結果として、調査協力
量（行動の結果）を説明する要因を調査対象
者の協力意図、そして、協力意図に影響を与
える要因を、態度と社会的規範、および行動
統制感の三つの要因（三要因）で説明し、調
査の質を左右する要因はその三要因に影響
を与えるという、従来の Fishbein や Ajzen
が行ってきた合理的行為理論の発展型とし
ての計画的行動理論のモデルを基礎に、調査
協力行動という現象に拡張（適用・応用）し
たものである。このようなモデルの利点は、
なぜ被験者はそのような行動をとったのか
という疑問に対する建設的な答えを得やす
いことにある。すなわち、結果として調査の
質が落ちてしまう現象があったとしても、質
が落ちるということがどういうこと（調査協
力量）で、どういう場合にそのようになるの
か（原因要因の候補）を先行研究の知見を土
台として検討し、最終的にはそれらが独立し
た要因として取り扱うことができるかどう
かを検討しモデルの妥当性と精緻化を検討
する必要がある。今まで行われてきた研究の
知見を包括的視点に立って相互に関連づけ
て議論を進めるためにも、例えば、個々に行
われた先行知見がどのような種類の質の低
下を議論しているのか、共通の理解を得るた
めの枠組みの中で、特徴づけ（位置づけ）を
示すことも必要になってくる。したがって、
調査協力行動を議論するためには包括的モ
デルを構成する必要があり、最終的には包括
的モデルの構成が目的であるが、そのために
は既存の議論を踏まえたうえで、包括的モデ
ル構成に必要な基礎的検討、すなわち考慮す
べき新しい視点について議論することや考
慮すべき諸要因を示し検討することから始
める必要がある。 

 
 
３．研究の方法 
類似した調査主題による調査の事例を収
集し、二次分析を行う他、小規模調査を実験
的に実施しデータを収集する。そして調査デ
ザインと調査不能に関する回収率の分析、部
分的無記入に関する欠損値分析、ファジィ評
定尺度図法による測定尺度の分析、被験者の
回答行動と調査実施主体の調査意図との整
合性分析を行う。以上の分析結果は、包括的
モデルを構成するための基礎的検討を行う
ものであり、従来の研究との整合性を検討す
ると同時に、調査の質を定義する上でどのよ
うな新しい視点が必要か（考慮すべき諸要
因）を明らかにする。 
 

図１．調査協力行動の概念モデル（Ajzen、
Fishbeinらの行動意図モデル、計画的行動理論

をもとに若山が作成）  



 

 

４．研究成果 
本研究期間において、学会発表や雑誌論文

などで公表、及び未公表の研究成果は以下の
とおりである。 
（１）標本調査と全数調査 
回収率が低い調査は母集団の代表性を損

なうため、回収率は調査の質に大きく影響を
与える。全数調査に比べて標本調査が優れた
調査と言われるのは、偏りのないランダムサ
ンプリングが母集団の代表性を補償すると
同時に、コストが低いからである。つまり、
理論的には、同じコストをかければ、標本調
査の方が全数調査に比べて、高回収率（＝質
の高い調査の実現）が期待できるため、結果
として母集団の代表性を高めることができ
るからである。しかしながら、調査協力行動
に、態度や社会的規範といった視点を入れて
事例にあたってみると、そう単純ではないこ
とがわかる。 
本節では同一実施主体が同一地域住民（母

集団）に対して実施した住民意識調査の事例
をもとに、標本調査と全数調査の返送率の差
について検討する。 
表１は、能代市が調査実施主体として実施

した能代市民（同一母集団）対象のサンプル
数 1000 人の標本調査回収率（返送率）の推
移過去約 10年分を表にまとめたものである。
このときの調査主題は住民サービスの向上
を目的とするものであり、バラツキはあるも
のの平均すると 54％程度の返送率が得られ
ていることがわかる。 
そのほか、能代市は市町村合併をテーマに

住民意識調査を 2002 年と 2004 年、2005 年の
3回、能代市民対象に実施している。2002 年
調査は 5000 人の標本調査で返送率は 47.6%、
この数字は表２より、過去のどの住民意識調
査の返送率よりも低いことがわかる。さらに、
2004 年調査は能代市民 46,458 人対象の全数
調査で返送率 67.9%、2005 年調査は能代市民
46,270人対象の全数調査で返送率 71.7%であ
り、同一調査実施主体（能代市）が行った過
去のどの返送率よりも高い値を示している
ことがわかる。 
以上のように標本調査と全数調査で返送

率に差が生じる要因として、ランダムに選ば
れたら調査には協力しないが全数対象で皆
が調査に協力するなら協力するという人々
の存在が差を生む要因であると解釈できる
ような事例を示した。しかしながら、この点
については、例えば質問数や調査の背景、調
査主題への関心など、他の要因や他の調査実
施主体の調査事例も数多く当たって検討す
る必要がある。しかしながら、同一実施主体
が同一地域住民に対して全数調査や標本調
査を繰り返し行った比較可能な事例は、それ
ほど都合よくそろっていることは難しい。そ
のため、以上の全数調査と標本調査の回収率

の差と被調査者の意識の差に関する知見を
検討することは、調査の質に関する実証的研
究を困難にしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここでの成果は、現在の主流となっている
標本調査と全数調査と調査の質に対する常
識的な理解を覆す可能性のある事例を示し、
新たな解釈を示したことにある。 
 
（２）部分的無記入の影響 
答えたい項目だけを回答し答えたくない
項目を無記入にした回答が多く含まれる調
査は、集計分析の大きな妨げとなるため質の
悪い調査と考えられ、人々の意向を把握する
ことが調査実施主体にとって困難になるも
のである。 
先行研究の知見では、高年齢層を対象とし
た調査は、高齢者ほど返送率が高くなる傾向
が指摘されている一方で、高齢になるほど部
分的無記入の割合が高くなる傾向が指摘さ
れている。本研究でも、調査事例（2004 年
能代市合併意識調査）にあたり、個票データ
を分析して、この傾向を指摘した。高齢者調
査の部分的無記入の傾向は、先行研究の知見
を支持するものであり、高齢になるほど、反
応はあるものの答えたくない項目を空欄に
し、調査には部分的に協力する傾向があると
解釈できる。 
したがって、ここでの研究成果は、調査の
質は、調査の量的指標といわれる回収率にの
み注目される現状にあるが、それに加えて質
的指標といわれる部分的無記入率について
も同時に議論する必要があることがわかり、
調査協力行動を包括的に論じることの重要
性を示唆するものであるといえる。 
 ここで、年齢層別に部分的無記入を検討す
る際の本質的問題について触れておかなけ
ればならない。上記の結果は、年齢を回答し
てかつ他の項目に無記入の場合にのみ分析
可能であるため、年齢が無記入である回答は
分析不能であり、仮に年齢を正確に回答して
いない場合や、低年齢層の年齢無記入傾向が
どの程度影響しているか知ることはできず、

表 1．能代市住民意識調査返送率の推移 

  



 

 

分析の際に本質的な問題を抱えていること
を踏まえての解釈や議論がこの知見を議論
する際には必要である。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）回答傾向に内在する調査の質の問題 
 被験者が質問の意図を正確に理解し、質問
の意図（聞かれていること）に沿った回答が
得られた調査と、そうでない場合に回答が得
られた調査では、言うまでもなく前者の方が
調査の質は高いことは明らかである。これは、
回答の一貫性や整合性などでそれらの質を
測ることがある程度可能であるが、予備調査
を実施して調査デザインを吟味したからと
いってこれらの問題を回避できるとも限ら
ない。例えば、男性が回答すべき質問の女性
による回答や、調査対象者の大半が目先のこ
とで頭がいっぱいで将来のことを考えるこ
とができない人々に、将来のことを質問して
しまい、それなりの回答が得られてしまった
場合など、調査の質を検討する場合には、回
答間の一貫性や整合性の分析や回答内容の
傾向分析が必要である。本研究の成果の一つ
は、回答の質を議論する際に、新しく考慮す
べき要因として、調査実施主体の質問意図の
理解について言及したことにある。 
図３は、2004 年に能代市が調査実施主体
の調査の「今後のまちづくりに力を入れて欲
しい項目」の年齢層別回答についてコレスポ
ンデンス分析を行い、寄与率の最も大きい２
つの次元を用いて各項目を布置したもので
ある。布置された年齢層は、それぞれ①20
歳未満、②20歳以上 30歳未満、③30歳以上
40歳未満、④40歳以上 50歳未満、⑤50歳
以上 60 歳未満、⑥60 歳以上 70 歳未満、⑦
70歳以上である。他方、布置された「今後の
まちづくりに力を入れて欲しい項目」は、「子
育て環境・教育」、「保健・医療」、「高齢者福
祉」、「生活環境」、「産業・働く場」、「伝統･
歴史」、「自然環境」の７つである。寄与率や
軸の解釈は省略する（学会発表講演論文等を

参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３の矢印（→）は、若い年齢層①20歳未

満から高齢層への推移を示したものであり、
①20 歳未満では非生産者対象サービスに限
定されないようなサービスを回答する傾向
があり、①から②、③へ近づくに従って、非
生産者向けのサービスの「子育て環境・教育」
を選択する傾向にある。そして、④や⑤は「生
活環境」や「産業・働く場」、「自然環境」、「伝
統･歴史」、⑥は「保健・医療」、⑦は「高齢
者福祉」を選択する傾向にある。このことか
ら、まちづくりに対する受け止め方が年齢に
よって異なっており、まちづくりに力を入れ
て欲しい事柄として測定された住民意識は、
それぞれの年齢層が直面している、あるいは
近い将来直面するような差し迫った目先の
項目が選択される傾向があることがわかる。 
したがって、調査実施主体の質問意図が長
期的な視点での住民意識の測定であるにも
かかわらず、実際に回答として得られた住民
意識はそれぞれの年齢層で直面している目
先の項目である可能性があり、質問の意図に
沿った回答ではなく、質問意図の誤理解によ
る質の悪い回答である可能性があることが
わかる。 
調査実施主体が意図しない回答を返して
くることが、どのような問題をもたらすかを
もう少し議論する。図３の住民回答の傾向は、
人口構成比率で凡そ説明できることになり、
非生産者向けサービスでは人口構成比率の
高い高齢者の回答が重視される反面、人口構

 

図３. 年齢層別まちづくり重視項目（矢
印→は20歳未満の若年層から70歳以上
への高齢層への推移を表している） 

図２．年齢層別無記入回答率 



 

 

成比率の低い子育て環境・教育サービスや生
産年齢向けサービスの軽視につながる可能
性があり、昨今問題となっている地域間格差
の増大や地域の自立困難を助長する危険性
があるといえよう。 
すなわち、昨今、地方自治体が行っている

ように、住民意識調査を多用し、住民意識を
まちづくりに生かしていくという方法には、
民主的で市場原理に沿った社会的に望まし
い方法に見えるが、調査の質を検討せずに結
果を鵜呑みにしていては、長期的視点を欠い
た地域社会を築いていくことになりかねな
い。調査実施主体は自らが意図した質問に沿
った回答がどの程度得られているのか、調査
の方法や質問方法を改善することやそれを
確かめる手法、あるいは将来の人口構成比率
で補正処理するなどして、得られた回答の質
を検討する必要がある。 
以上のように、質問の理解度を測定すると
いうアイデアは、従来では調査の質を議論す
る際には行われてこなかった新しい視点で
あり、今後、調査の質を論じるための重要な
要素となり、調査の質に関する研究分野の進
展に寄与するに違いない。 
 
（４）小規模調査による調査協力行動への影
響検討：尺度の問題 
 本研究で提示している調査協力行動の包
括的モデルは、合理的行為理論や計画的行動
理論を基礎に構成されている。将来的にはモ
デルの妥当性を検討しなければならないが、
現時点では、先行研究の知見に新たな視点を
加え、諸変数の影響を検討することが差し迫
った課題である。 
 一般に、合理的行為理論や計画的行動理論
では、様々な尺度（5段階尺度、7段階尺度、
100 点尺度、その他）が用いられるが、評定
法や尺度の代替可能性についての議論は、そ
れほど多く検討されているわけではない。そ
こで、態度や社会的規範、行動統制感や意図
といった諸変数を測定する際の尺度の代替
可能性について検討するための実験を二種
類実施した。第一の実験は、二つの同質的被
験者グループ（合計約 160 人程度・学生）に、
尺度（7 件法と 100 点尺度）のみ異なる質問
紙を用いて、評定対象（電子機器 4ブランド）
の調査主題について調査を実施した。第二の
実験は、評定対象が地域の名産品の調査主題
について、二つの同質的被験者グループ（合
計 160 人程度・学生）に、尺度（7件法と 100
点尺度）のみ異なる質問紙を用いた実験を実
施した。二つの調査には調査の時期に 1年の
ズレがあるものの、調査方法に大きな違いは
ない。 
 第一の実験では、社会的規範の変数のみ尺
度の代替可能性は否定される結果（統計的有
意差有り）を得たが、第二の実験では、態度

や社会的規範、行動統制感や意図といった諸
変数に関する尺度の代替使用に問題はない
（統計的に違いがあるとはいえない）という
先の実験的調査の結果と異なる結論を得た。
したがって、尺度を変えると、ある変数につ
いて評価値が変わる可能性がないとは言い
切れず、尺度の違いが調査協力行動に影響を
及ぼすかどうかは、今後の検討課題と結論付
けるに至った。この議論は、調査協力行動の
包括的モデルを構成するために検討しなけ
ればならない重要な問題である。現時点では、
第一の実験についてのみ、学会等で報告済み
であるが、第二の実験結果については、未公
刊であり、なるべく早く公表できるようにし
たい。 
 
（５）小規模調査による調査協力行動への影
響検討：先行知見の再検討 
 調査の質に影響を与える要因について、既
に多くの先行研究があり、そこで指摘されて
いる要因について実験的に検討するため、先
の小規模調査とは異なる実験的調査（学生・
160 人程対象）を実施した。そこで明らかに
なったいくつかのポイント（調査実施主体へ
の意識、謝礼の効果についての意識、その他）
について以下の通り報告する。 
 調査実施主体への意識を問う項目では、被
調査者は、公的機関が調査実施主体となる調
査とそれ以外の調査で、協力すべきかどうか
の規範的な質問に対して、統計的に有意差を
もって意識の違いが明らかになった。  
 また、謝礼の後渡しと前渡し（仮想的状況）
で、謝礼の効果を評定させたところ、有意差
は見られなかったが、被験者の回答経験の項
目でほとんど経験がないことがわかり、この
項目に関する結果の信頼性には疑問が残る
結果となった。この点については今後の検討
課題である。 
 その他、調査の方法や質問紙の色、調査主
題の違い等、実験的に実施された調査データ
は得られたものの、統計的検討を行うこと、
そして先行研究の知見との関連で議論する
ことが今後の課題である。 
 本研究では、調査協力行動の包括的モデル
の概念を新しく提示し、包括的モデルを構成
するための基礎的な知見を得た。このことは、
今まで行われてきた調査の質に関する研究
分野の閉塞感を解消する可能性を秘めてお
り、従来の研究で見過ごされてきた新たな視
点を提示することで、学術的な貢献に寄与す
る知見を得ていると考えられる。 
最後に、本研究は補助金を受ける期間中に
研究代表者の研究機関が変わったこともあ
り、特に最終年度は必ずしも当初考えていた
研究計画通りに進められたとは言えないが、
以上の研究成果を挙げることができたのは、
科学研究費補助金による資金援助の賜物で



 

 

ある。記して感謝申し上げる。 
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